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１章 計画の目的 

 

１－１．計画の背景と目的 

  

石狩市は、人口減少など社会経済状況が大きく変化している中、市営住宅等の老朽化対策や住宅セー

フティネットの充実が社会的課題となっていることを踏まえ、平成 24 年 3 月に策定した「石狩市公営

住宅等長寿命化計画（以下、「現行計画」という。）」に基づき、本市が管理する市営住宅等について、建

物の耐用年数まで使用できるよう計画的な維持管理を推進してきました。 

国においては、「公営住宅等長寿命化計画策定指針」が平成 28 年 8 月に改定され、建物の改善のみ

ならず、日常的な点検や修繕についてもより計画的な実施が求められ、今後 30 年程度の中長期的な視

点をもった事業計画の検討が必要となっています。 

このような状況の中、現行計画策定から一定期間が経過したことから、「石狩市住生活基本計画（令和

2 年策定）」で定めた市営住宅の目標管理戸数を踏まえて効率的、効果的な団地別の事業方法を選定し、

本市の市営住宅等のストックマネジメントを図り、老朽ストックの円滑な更新、予防保全的な管理や改

善を計画的に推進し、ライフサイクルコストの縮減を目指すため、「石狩市営住宅等ストックマネジメ

ント計画」を策定します。 

 

 

１－２．計画期間 

  

本計画は、中長期的な視点で今後の市営住宅等のあり方を総合的にとらえる必要があることから、令

和３年度から令和 12年度の 10年間を計画期間とします。 

また、計画内容は、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じて、概ね５年ごとに見直しを行います。 

 

 

１－３．計画の位置づけ 

  

本計画は総合計画である「第５期石狩市総合計画」や「石狩市都市整備骨格方針」の住宅分野におけ

る個別的な計画として、石狩市の地域特性や地域の事情に応じた既存市営住宅等のストックマネジメン

ト計画となります。 
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図 1-1 石狩市営住宅等ストックマネジメント計画の位置づけ 

 

 

１－４．策定体制 

  

本計画は、事務局で素案を作成し、作業部会において充分な議論を行った後、策定委員会において庁

内関係課の了承を経て策定します。策定体制は以下のとおりです。 

また、市民の意見等を反映させるために、パブリックコメントを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 策定体制 

事 務 局 

パブリックコメント 

石 狩 市 長 国・道に提出 

＜ 北 海 道 ＞ 

北海道建設部住宅局住宅課 

石狩振興局産業振興部建設指導課 

専門 

コンサルタント 

策 定 委 員 会 

石狩市建設水道部

建築住宅課 

審議 案提出 

了承 報告

助言・指導 

 

市民に公表 

議  会 

作 業 部 会 

審議 案提出 

 

石狩市 第 5期石狩市総合計画  
平成 27年度～令和 4 年度 

 

国  住生活基本計画(全国計画) 平成 28 年度-令和 7 年度 

北海道 北海道住生活基本計画 平成 28 年度-令和 7 年度 

石狩市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

地域住宅計画 

（社会資本総合整備計画） 

石狩市都市整備骨格方針  
令和 2 年度-令和 22 年度 

石狩市 

住生活基本計画 

≪第二次計画≫ 
令和 2年度-令和 11年度 

石狩市都市計画マスタープラン 

石狩市立地適正化計画 

石狩市緑の基本計画 

地域福祉計画、空家等対策計画などの関連計画 

石狩市営住宅等 

ストックマネジメント計画 
令和 3年度-令和 12年度 

道営住宅 

整備活用計画 

（道営住宅長寿命化計画） 

平成 29年度-令和 7 年度 
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２－１．人口・世帯数の状況 

 

① 人口・世帯数の状況 

  平成 27 年の国勢調査による石狩市※の総人口は 57,436 人、総世帯数は 22,632 世帯となって

います。人口は、平成 17 年まで増加していましたが、ピークの平成 17年（60,104 人）から平成

27 年（57,436人）の 10 年間で 2,668人の減少となっています。 

一方で、世帯数は増加を続けており、平成 2 年（16,205 世帯）から平成 27 年（22,632世帯）

では、6,427 世帯増加しています。 

また、平均世帯人員（総人口/総世帯数）は減少が続いています。平成 2年（3.28 人／世帯）から

平成 27 年（2.54 人／世帯）では、0.74 人／世帯減少し、世帯の小規模化がさらに進んでいます。 

地区別でみると、石狩地区は人口が減少するなか、世帯数は緩やかに増加していますが、厚田地区

と浜益地区は人口、世帯数ともに緩やかに減少しています。 

 
※平成17年10月に旧石狩市（以降、石狩地区）、旧厚田村（以降、厚田地区）、旧浜益村（以降、浜益地区）が合併して、

新石狩市が誕生。平成17年10月以前の数値は旧３市村の合算値。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 総人口、総世帯数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2-2 地区別総人口、総世帯数の推移 
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資料：住民基本台帳（各年９月末日） 

〔石狩〕             〔厚田〕           〔浜益〕  
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② 年齢別人口の状況 

平成 27年の年少人口は 7,415 人（12.9％）、生産年齢人口は 32,732人（57.0％）、老年人口

は 17,229 人（30.0％）となっています。 

65 歳以上の老年人口は、平成 2年（5,763人（10.8％））から平成 27年（17,229 人（30.0％））

の間に約 3 倍に増加しています。同様に 15～64 歳の生産年齢人口及び 14 歳以下の年少人口を比

較すると減少が進んでおり、少子高齢化がさらに進行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 年齢別人口構成比の推移 

 

※割合を示すグラフの数値について、小数点第二位を四捨五入し、小数点第一位までを表示しているため、回答割

合の合計が 100％にならない場合があります（以下、本計画において共通）。 
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資料：国勢調査（各年10月１日）
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③ 世帯人員別世帯数の状況 

  平成 27年の世帯人員別世帯数は、２人世帯が 8,016 世帯（35.5％）と最も多く、続いて、単身

（1 人）世帯が 5,142世帯（22.8％）、3人世帯が 4,689 世帯（20.8％）、となっています。 

平成 22年から平成 27 年にかけて単身世帯と 3 人世帯の順位が逆転しており、世帯の小規模化が

さらに進行していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 世帯人員別世帯数の推移 

 

 
図 2-6 世帯人員別世帯数構成比の推移 
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④ 家族類型別世帯数の状況 

  平成 27年の家族類型別世帯数は、夫婦と子供の世帯が 6,997 世帯（31.0％）と最も多く、続い

て、夫婦のみの世帯が 6,190 世帯（27.4％）、単独世帯が 5,142 世帯（22.8％）であり、これら

で全体の 81.2％を占めています。 

世帯数の推移をみると、夫婦と子供の世帯数は平成 7 年以降減少し、構成比でみると、平成 2 年

は 48.5％を占めていますが、年々割合が低くなり、平成 27 年では 31.0％となっています。 

一方で、平成 27年における夫婦のみの世帯（6,190 世帯）は平成 2 年（3,236 世帯）の 1.9 倍、

男親または女親と子供の世帯（2,356 世帯）は平成 2 年（1,024 世帯）の 2.3 倍、単独世帯（5,142

世帯）は平成 2年（1,684 世帯）の 3.1倍に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 家族類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 家族類型別世帯数構成比の推移 
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⑤ 子育て世帯・高齢者世帯の状況 

  6 歳未満の親族がいる世帯、６歳以上 18 歳未満の親族のいる世帯は減少しており、65 歳以上の

単身世帯、共に 65 歳以上の夫婦のみの世帯は増加しています。 

特に、高齢者世帯の推移をみると、平成 27 年における 65 歳以上の単身世帯（2,498 世帯）は平

成２年（498 世帯）の 5.0 倍、65 歳以上の夫婦のみの世帯（3,322世帯）は平成２年（701 世帯）

の 4.7 倍に増加しています。このことから、高齢者世帯が急激に増加していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 子育て世帯数・高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 子育て世帯数・高齢者世帯数構成比の推移 
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資料：国勢調査（各年10月１日）
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資料：国勢調査（各年10月１日）

合計（一般世帯）

その他の世帯

共に65歳以上の夫婦のみの
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65歳以上の単身世帯

6歳以上18歳未満の親族の
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6歳未満の親族のいる世帯



２章 石狩市の住宅・住環境をとりまく状況 

8 

２－２．住宅ストックの状況 

 

① 住宅所有関係別世帯数の状況 

  持ち家、民営借家、間借り等は増加しており、公的借家、給与住宅は減少しています。 

世帯数の推移をみると、平成 27年における持ち家の世帯数（17,453 世帯）は平成２年（12,406

世帯）の 1.4 倍、民営借家（3,049 世帯）は平成２年（1,445 世帯）の 2.1 倍に増加しています。

一方で、公的借家は平成 27 年で 1,172 世帯（5.2％）となり、世帯数も割合も緩やかに減少してい

ます。 

  近隣市と構成比を比較すると、持ち家の割合が高く、民営借家の割合が低くなっています。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 2-11 住宅所有関係別世帯数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 住宅所有関係別世帯数構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 住宅所有関係別世帯数構成比（近隣市との比較）
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② 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の状況 

  65 歳以上の高齢者親族のいる世帯、公的借家、民営借家は増加しており、給与住宅は緩やかに減

少しています。 

世帯数の推移をみると、平成 27 年における持ち家の世帯数（9,434 世帯）は平成２年（3,493

世帯）の 2.7倍、公的借家（527世帯）は平成 2 年（188世帯）の 2.8倍に増加しています。 

市内の住宅に住む一般世帯の構成比と比較すると、高齢者親族のいる世帯では、持ち家の割合が高

く、民営借家の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数構成比の推移 
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③ 年収と住宅所有関係別世帯数の状況 

  平成 30 年の持ち家に住む世帯のうち、300 万円未満が 6,440 世帯（35.8％）、次いで 300～

500 万円未満が 5,790世帯（32.2％）と多くを占めています。 

また、借家についてみると、民営借家は 300 万円未満が 1,330 世帯（47.2％）、次いで 300～

500 万円未満が 1,140世帯（40.4％）、公営借家は 300 万円未満が 430世帯（79.6％）であり、

いずれの借家においても年収 500万円未満の世帯が多くの割合を占めています。 

 

表 2-1 世帯年収と住宅所有の関係（平成 30年）              （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※世帯年収不明は除外、推定値であるため総数と一致しない          資料：住宅・土地統計調査 

 

 

　300万円未満  8,380  6,440  430  1,330  180 -

（構成比） 38.4% 35.8% 79.6% 47.2% 56.3% -

　300～　500万円未満  7,250  5,790  100  1,140  120  100

（構成比） 33.2% 32.2% 18.5% 40.4% 37.5% 55.6%

　500～　700万円未満  3,500  3,230  10  220  10  30

（構成比） 16.0% 18.0% 1.9% 7.8% 3.1% 16.7%

　700～1,000万円未満  1,860  1,740 -  70  10  40

（構成比） 8.5% 9.7% - 2.5% 3.1% 22.2%

1,000～1,500万円未満  710  660 -  50 - -

（構成比） 3.3% 3.7% - - - -

1,500万円以上  140  120 -  10 -  10

（構成比） 0.6% 0.7% - - - 5.6%

主世帯　総数  21,840  17,980  540  2,820  320  180

総　数 持ち家 UR・公社の
借家

公営の借家 民営借家 給与住宅

借　家
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３章 上位計画 

 

３－１．北海道住生活基本計画 

計画期間：平成 28年度-令和 7年度 

◆目標 

１）居住者からの視点 

【目標１】「安全で安心な暮らし」の創造 

【目標２】「北海道らしさ」の創造 

【目標３】「活力ある住宅関連産業」の創造 

 

２）住宅施策の方向性 

① 若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

② 地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現 

③ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

④ 「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システムの構築 

⑤ リフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

⑥ 空家等の活用・適正管理の推進 

⑦ 地域を支える住宅関連産業の振興 

⑧ 魅力ある持続可能な住環境の維持・向上 

 

３）住宅施策における重点的な取組 

① 安心して子どもを生み育てることができる住まい・環境づくり 

② 空家等を含む住宅ストックの有効活用や流通の促進 

③ 子どもから高齢者まで誰もが地域で住み続けられる住環境や産業の形成 
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３－２．第５期石狩市総合計画 

計画期間：平成 27年度-令和 4年度 

１）まちづくりのミッション 

30 年後の『まちの持続』 

 

２）目指すまちの姿（将来像） 

【創造】文化、交流、創造するまち       【石狩 PRIDE】 

【絆】絆や人のつながりを大切にするまち     いしかりへの愛着、誇り、 

【環境】幸せに暮らす環境があるまち       そこでの幸せな暮らし 

 

３）戦略目標 

① 新現役世代がいしかりで活躍する 

② いしかりの子育て力をさらに発揮する 

③ いしかりの資源からモノやしごとを創り出す 

④ いろんないしかりの顔をつくる 

⑤ いしかりが誇る人や文化を育てる 

 

４）基本施策（【暮らし】住環境に関連する内容を抜粋） 

① 基本施策の方向性 

市営住宅については、長期的な視点に立って適正な管理戸数規模の確保と老朽化による不良ス

トックの解消や長寿命化を計画的に進めます。 

既存市街地の住環境は、耐震化の促進を図るなど、総合的な居住環境の向上に努めるとともに、

少子化の進展や本格的な超高齢社会の到来により、今後ますます空家が増加する傾向にあると予

想されることから、未利用宅地と併せ、市内不動産の活用を促進する方策の検討を進めます。 

② 前総合計画からの課題 

市営住宅の老朽化への対応 

都

市

像 

市

民

像 
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３－３．石狩市都市整備骨格方針 

計画期間：令和 2年度-令和 22年度 

１）目指す都市像 

北海道を支える国際物流・エネルギー港湾都市 いしかり 

 

２）４つの大方針 

・石狩湾新港地域の更なる発展   ・住みよい魅力あるまちづくりの推進 

・１次産業の供給力の確保・向上  ・優れた観光資源の活用 

 

３）都市計画マスタープラン（４つの大方針および住環境に関連する内容を抜粋） 

土地利用の方針【都市機能ゾーン（「都市居住」検討地区）】 

・地域のニーズに対応するため、必要に応じた土地利用計画制度の見直し 

・人の出会いや交流が生まれる、歩いて暮らせるまちづくりの検討 

・地域コミュニティ拠点の創出の取り組み 

・住環境保全の取り組み 

・都市施設の計画的整備・更新 

都市防災の方針 

・建築物の耐震診断と耐震改修の推進 

・空家の適正管理の周知 

景観形成の方針 

・宅地の緑化推進 

 

４）立地適正化計画（４つの大方針および住環境に関連する内容を抜粋） 

目指すべき都市像、ストーリーの実現に向けた施策 

「誰もが元気で快適に暮らし続けることのできるまち」へ 

・都市基盤施設の⾧寿命化、将来的な整備･維持費の平準化 

・全ての世代に親しまれる既存公共施設の有効な活用法の検討 

具体的施策 

・空家を活用した移住・定住施策の推進による市街地への居住の誘導 

 

５）緑の基本計画（４つの大方針および住環境に関連する内容を抜粋） 

水と緑の方針（水と緑のネットワークの創出） 

・花と緑の街並み形成の取り組み（道路、宅地を活用したうるおいと安らぎの創出） 

・宅地内緑地の保全・創出の取り組み 

・緑豊かな住環境の創出の取り組み 
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６）石狩市住生活基本計画 

基本目標・基本方針 

【基本目標１】誰もが安心して暮らせる住まい 

[基本方針①] 若年世帯が石狩に住みたくなる仕組みづくり 

・結婚新生活支援事業 

・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など） 

[基本方針②] 在宅福祉が充実する住環境づくり 

・住宅改修費の支援（介護居宅サービス） 

・間口除雪への支援や除雪機貸与（在宅福祉サービス） 

[基本方針③] 住宅確保要配慮者の居住の安定確保 

・住宅セーフティネット制度の普及  ・低所得者への市営住宅の供給や管理 

【基本目標２】空家を活かした持続可能な住まい 

[基本方針④] 空家の対応 

・空家情報の発信          ・居住環境改善事業 

・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など） 

【基本目標３】安全で快適に暮らせる住まい 

[基本方針⑤] 住宅の安全性と質の向上 

・耐震改修への啓発、普及、補助   ・長期優良住宅の普及促進 

・建築物応急危険度判定士の登録推進 ・安心Ｒ住宅の普及促進 

・居住環境改善事業 

【基本目標４】活力ある住関連産業 

[基本方針⑥] 地域を支える住生活関連産業の活性化 

・耐震改修への啓発、普及、補助         ・長期優良住宅の普及促進 

・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付 ・居住環境改善事業 

・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など） 

【基本目標５】魅力ある持続可能な住環境 

[基本方針⑦] 移住、定住の促進 

・結婚新生活支援事業        ・農漁業担い手支援事業 

・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ワンストップ相談窓口の設置など） 

[基本方針⑧] 地域特性を踏まえた暮らしやすい住環境の形成 

・ハザードマップの提供、市民の防災知識の向上   ・地域環境の把握及び状況提供 

・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付 ・居住誘導区域への誘導･集約 

・屋根雪に関する注意喚起情報の提供        ・居住環境改善事業 
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４章 市営住宅等ストックの概要 

 

４－１．市営住宅等ストックの現況 

 

（１）市営住宅等の種類 

   

石狩市が管理する市営住宅等は、公営住宅法に基づき供給された「市営住宅」、市営住宅の入居基準

ではなく、単身者を対象として、石狩市が市独自で供給する「単身者住宅」の２種類が管理されてい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公的賃貸住宅の概要 

   

石狩市の公的賃貸住宅は、令和 2年７月現在、市営住宅等が 20 団地 72棟 369 戸、道営住宅が

４団地 28 棟 527 戸、UR 賃貸住宅が１団地 18 棟 430 戸の合計 118 棟 1,326 戸が管理されて

います。 

市営住宅等の内訳は、市営住宅が 17団地 69 棟 345 戸、単身者住宅が 3団地 3棟 24戸の合計

20 団地 72 棟 369戸となっています。 

 

◆市営住宅 

 公営住宅法に基づき、国及び地方公共団体が協力して、健康的で文化的な生活を営むに足

りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額取得者に対して低廉な家賃で賃貸し、国民生

活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として供給する住宅。 

 

◆単身者住宅 

市営住宅の入居基準ではなく、単身者を対象として、市独自で供給する住宅。 
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団地名 地区 建設年度
築年数

棟数(棟) 戸数(戸)
(年)

花川中央 石狩 S53～S58 37～42 18 430

※1 政策空家とは、用途廃止に向けて政策的に空家としている住戸

■市営住宅

■単身者住宅

■道営住宅

■UR賃貸住宅

注） 柏西、柏東、厚田東、望来北団地は令和２年６月に用途廃止

団地名 地区 建設年度 築年数(年) 棟数(棟) 戸数(戸)

花畔

石狩

S58～H02 30～37 15 300

グリーンコート花川 H04～H05 27～28 4 78

センターコート花川 H09～H12 20～23 5 77

樽川北 H13～H15 17～19 4 72

計 28 527

団地名 地区 建設年度
築年数

(年)
構造 階数(階)

耐用年数
(年)

棟数(棟) 戸数(戸)

クリーンリバーあつた９３

厚田

H05 27 木造 2 30 1 8

シーサイドもうらい９８ H10 22 木造 2 30 1 8

リバーサイドべつかり９９ H11 21 木造 2 30 1 8

計 3 24

団地名 地区 建設年度
築年数

(年)
構造 階数(階)

耐用年数
(年)

棟数(棟) 戸数(戸)
政策空家
(戸)※１

使用可能
戸数(戸)

船場

石狩

S57～H04 28～38 簡易耐火 1 30 4 10 0 10

はまなす S46～S59 36～49 簡易耐火 1 30 13 50 0 50

親船
S57～S60 35～38 簡易耐火 1 30 3 8 0 8

S58～S60 35～37 簡易耐火 2 45 3 11 0 11

花川 H12～H14 18～20 耐火 3 70 2 54 0 54

南花川 S45～S47 48～50 簡易耐火 1 30 18 71 41 30

八幡 S51～S52 43～44 簡易耐火 1 30 5 18 0 18

本町 H16 16 耐火 4 70 1 27 0 27

厚田南

厚田

H18 14 準耐火 1 45 1 8 0 8

厚田中央 S47 48 簡易耐火 1 30 3 12 0 12

別狩 S53 42 簡易耐火 1 30 2 8 0 8

別狩東 S54 41 簡易耐火 1 30 2 8 0 8

別狩第２ S55 40 簡易耐火 1 30 1 6 0 6

望来東 S54～S56 39～41 簡易耐火 1 30 3 12 0 12

望来南 H07 25 耐火 2 70 1 6 0 6

新別狩東
H15 17 準耐火 1 45 2 8 0 8

H16～H17 15～16 耐火 2 70 2 16 0 16

若葉
浜益

S56～S57 38～39 簡易耐火 1 30 2 8 0 8

青葉 H10 22 準耐火 2 45 1 4 0 4

計 69 345 41 304

注） 柏西

石狩

S45 50 簡易耐火 1 30 4 16 16 0

注）柏東
S39～S44 51～56 簡易耐火 1 30 7 26 26 0

S40 55 簡易耐火 2 45 1 6 6 0

注）厚田東
厚田

S38 57 簡易耐火 1 30 2 4 4 0

注）望来北 S47 48 簡易耐火 1 30 1 4 4 0

表 4-1 公的賃貸住宅一覧（令和 2年 7月時点） 
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図 4-1 石狩市の市営住宅等団地位置図 
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（３）市営住宅等の建物の現況 

 

① 管理戸数の推移 

平成２３年度末から令和２年度末にかけての管理戸数をみると、令和元年度までは横ばいで推移し

ていますが、「石狩市住生活基本計画」における目標管理戸数を踏まえ、市営住宅の入居状況および応

募状況による需要の変化、施設の老朽化などの観点から、令和２年６月に石狩地区で４８戸、厚田地

区で８戸を用途廃止したことにより、管理戸数が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 管理戸数の推移（全体） 

図 4-3 管理戸数の推移（市営住宅） 
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② 構造 

１）建物の構造 

構造別でみると、木造が24戸（全管理戸数の6.5％）、簡易耐火構造平屋建てが211戸（57.2％）、

簡易耐火構造二階建てが11戸（3.0％）、準耐火構造が 20戸（5.4％）、耐火構造が 103戸（27.9％）

あります。 

表 4-2 構造別管理戸数                         （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

木造
6.5%

100.0%

簡平

57.2%

61.2%

63.1%

54.8%

66.7%

簡二

3.0%

3.2%

4.4%

準耐火

5.4%

5.8%

19.0%

33.3%

耐火

27.9%

29.9%

32.5%

26.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=369)

市営住宅 (N=345)

石 狩 (N=249)

厚 田 (N=  84)

浜 益 (N=  12)

単身者住宅 (N=  24)

市
営
住
宅

地

区

別

種別 地区 団地名
構 造

計
木造 簡平 簡二 準耐火 耐火

市
営
住
宅

石狩 船場 10 10

はまなす 50 50

親船 8 11 19

花川 54 54

南花川 71 71

八幡 18 18

本町 27 27

石狩 小計 0 157 11 0 81 249

（構成比） 0.0% 63.1% 4.4% 0.0% 32.5% 100.0%

厚田 厚田南 8 8

厚田中央 12 12

別狩 8 8

別狩東 8 8

別狩第２ 6 6

望来東 12 12

望来南 6 6

新別狩東 8 16 24

厚田 小計 0 46 0 16 22 84

（構成比） 0.0% 54.8% 0.0% 19.0% 26.2% 100.0%

浜益 若葉 8 8

青葉 4 4

浜益 小計 0 8 0 4 0 12

（構成比） 0.0% 66.7% 0.0% 33.3% 0.0% 100.0%

市営住宅 計 0 211 11 20 103 345

（構成比） 0.0% 61.2% 3.2% 5.8% 29.9% 100.0%

単
身
者
住
宅

厚田         あつた 8 8
      もうらい 8 8

        べつかり 8 8

単身者住宅 計 24 0 0 0 0 24

（構成比） 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

合 計 24 211 11 20 103 369

（構成比） 6.5% 57.2% 3.0% 5.4% 27.9% 100.0%

（石狩市調べ 令和 2 年 7 月現在） 図 4-4 構造別管理戸数割合 
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２）躯体の安全性 

昭和 57年以降に建設された住棟については、新耐震基準に基づいて建設されています。また、昭

和 56 年以前建設の旧耐震基準に基づいた住棟は、全て簡易耐火構造で建設されており、壁で荷重を

支える構造特性で、耐力壁の量や配置が適切であり、構造が安定しているため、耐震性を有していま

す。 

 

３）避難の安全性 

対応が求められる２階建て以上の全ての住棟（親船団地の一部、花川団地、本町団地、望来南団地、

新別狩東団地の一部、青葉団地、単身者住宅）において、二方向避難及び防火区画が確保されていま

す。 

 

４）現地調査における劣化状況 

花川団地、本町団地、新別狩東団地の一部住棟に

おいて、改善の必要性がある判定（A 判定）となっ

ています。 

 

A 判定：劣化の程度が著しく、第三者被害および構

造耐力の低下による緊急性を伴う劣化が認

められ、早急な対策が必要である状態。 

 

図 4-5 現地調査における劣化状況 
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③ 建設年次 

建設年次別にみると、昭和 45 年度以前建設が 16 戸（4.3％）、昭和 46年度から 55年度建設が

161 戸（43.6％）、昭和 56 年度から平成２年度建設が 39 戸（10.6％）、平成３年度～12 年度建

設が 70戸（19.0％）、平成 13年度以降建設が 83 戸（22.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 建設年次別管理戸数割合 

 

④ 竣工年次別構造の状況 

竣工年次別に構造をみると、簡易耐火構造平屋建て（耐用年数 30 年）は、昭和 40年代後半にか

けて多数供給されています。また、簡易耐火構造二階建て（耐用年数 45年）は昭和 58 年度、60 年

度に供給され、木造（耐用年数 30年）は平成５年度から 11 年度にかけて、耐火構造（耐用年数 70

年）は平成 7 年度から 17 年度にかけて、準耐火構造（耐用年数 45年）は平成 10 年度から 18年

度にかけてそれぞれ供給されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 構造別竣工年度の状況（全体） 
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【凡 例】

全 体 (N=369)

市営住宅 (N=345)

石 狩 (N=249)

厚 田 (N=  84)

浜 益 (N=  12)

単身者住宅 (N=  24)

市
営
住
宅

地
区
別

（石狩市調べ 令和 2 年 7 月現在） 
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⑤ 耐用年数経過状況 

竣工年度からの耐用年数の経過状況をみると、令和２年度時点で、簡易耐火構造平屋建てのうち

208 戸が耐用年数を経過し、市営住宅等の 56.4％、市営住宅の 60.3％を占めます。また 10 年後

（本計画期間終了時）には、木造の 24 戸と簡易耐火構造平屋建てのうち 211 戸、簡易耐火構造二

階建ての 11戸、合わせて 246 戸が耐用年数を経過します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-8 構造別耐用年数超過状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-9 構造別耐用年数超過状況（市営住宅） 
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⑥ 住戸専用面積 

  住戸専用面積を床面積の規模別にみると、30㎡台が77戸（20.9％）、40㎡台が104戸（28.2％）、

50 ㎡台が 51戸（13.8％）、60 ㎡台が 69戸（18.7％）、70 ㎡台が 68戸（18.4％）となってい

ます。 

地区別にみると、石狩地区は 30 ㎡、40 ㎡台の住戸が他に比べて多く、浜益地区は全ての住戸が

60 ㎡以上となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 4-10 住戸専用面積別戸数割合 

 

⑦ 間取り 

  間取り別では、１ＬＤＫ、２ＤＫ（単身者向け）が合わせて 166戸（45.0％）、２ＬＤＫ、３ＤＫ

（２、３人世帯向け）が合わせて 110 戸（29.8％）、３ＬＤＫ（３、４人世帯向け）が 93戸（25.2％）

となっています。 

地区別にみると、石狩地区は、２ＤＫが約半数を占めています。厚田地区は、２DK 又は３DK の

割合が高くなっています。浜益地区は、３ＬＤＫが 83.3％を占めています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 間取り別戸数割合
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⑧ 居住面積水準 

「北海道住生活基本計画」においては、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎とし

て必要不可欠な住宅の面積水準である最低居住面積水準と、都市の中心及びその周辺における共同住

宅居住において、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考

えられる面積水準である都市居住型誘導居住面積水準を以下のように定めています。 

 

◆最低居住面積水準  単身者：25㎡、２人以上の世帯：10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

◆都市居住型誘導居住面積水準 単身者：42㎡、２人以上の世帯：21.2㎡×世帯人数＋15.8 ㎡ 

 

令和２年７月現在における市営住宅の入居世帯 245 世帯（単身者住宅を除く）に対して、入居世

帯家族人数と居住面積の関係をみると、98.4％（＝241 世帯／245 世帯）の世帯が最低居住面積水

準を満たしています。地区別にみると、厚田地区と浜益地区では全ての世帯が最低居住面積水準を達

成しているのに対して、石狩地区では 97.7％（＝172 世帯／176 世帯）の世帯が最低居住面積水

準を達成しています。 

また、都市居住型誘導居住面積水準は、64.1％（＝157 世帯／245 世帯）の世帯が達成していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12 最低居住面積水準達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 都市居住型誘導面積水準達成状況 

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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⑨ 設備の整備状況 

住宅の設備の整備状況をみると、３箇所給湯（台所、浴室、洗面所）は、147 戸（39.8％）が整

備されています。 

住戸内手すり※1は 123 戸（35.7％※1）が、共用部手すり※2は 147 戸（100.0％※2）が整備さ

れています。 

また、３階以上の住棟がある花川団地と本町団地のうち、本町団地にはエレベーター※３が設置され

ており、設置率は 33.3％※３となります。 

 

※1 住居内手すり：玄関、便所、浴室 

（いずれかに設置している場合、また、単身者住宅を除く住戸に対する構成比） 

※2 共用部手すり：共用廊下、共用階段（該当住戸のみ、構成比は該当する住戸に対する構成比） 

※3 ＥＶ設置の構成比は 3 階以上の団地住戸に対する構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-14 設備設置戸数の割合（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-15 設備設置戸数の割合（市営住宅） 
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未整備
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66.7%
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【凡 例】

３箇所給湯 (N=345) 

住戸内手すり (N=345) 

共用部手すり (N=123) 
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（123戸の内123戸）

（ 81戸の内 27戸）

（345戸の内123戸）

（345戸の内123戸）

整備済み
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100.0%
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【凡 例】
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（ 81戸の内 27戸）

（369戸の内147戸）

（345戸の内123戸）

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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地区別でみると、３箇所給湯は、石狩地区で 32.5％、厚田地区で 45.2%、浜益地区で 33.3％の

住戸で整備されています。 

住戸内手すりは、石狩地区で 32.5％、厚田地区で 45.2％、浜益地区で 33.3％が設置されており、

共用部手すりは、全ての住棟で整備されています。 

また、単身者住宅では、３箇所給湯、共用部手すりについて全て整備されています。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 設備設置戸数の割合（石狩地区） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-17 設備設置戸数の割合（厚田地区） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-18 設備設置戸数の割合（浜益地区） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 設備設置戸数の割合（単身者住宅） 
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（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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４－２．市営住宅等の入居者の状況 

 

① 入居状況 

令和 2年 7月現在、市営住宅等には 261 世帯が居住しており、空家は 108 戸です。空家のうち

41 戸は、南花川団地の政策空家住戸となっています。政策空家を除く、利用可能な住戸 328 戸に対

する実入居率※は 79.6％です。 

種別の入居世帯数、実入居率をみると、市営住宅は 245 世帯、80.6％、単身者住宅は 16 世帯、

66.7％となっています。 

地区別の実入居率をみると、石狩地区は 84.6％、厚田地区は 73.8％、浜益地区は 58.3％です。 

 ※実入居率＝入居世帯数／（管理戸数－政策空家戸数） 

 

表 4-3 入居率            （単位：戸、世帯） 

 
 

表 4-4 団地別入居率                   （単位：戸、世帯） 

 

地区・住宅種別 管理戸数
入居

世帯数
政策空家

戸数
実入居率

石狩 249 176 41 84.6%

厚田 84 62 0 73.8%

浜益 12 7 0 58.3%

市営住宅 計 345 245 41 80.6%

単身者住宅 24 16 0 66.7%

単身者住宅 計 24 16 0 66.7%

合 計 369 261 41 79.6%

石狩 船場 簡易耐火 １階 10 8 0 80.0%

はまなす 簡易耐火 １階 50 31 0 62.0%

親船 簡易耐火 １階 8 6 0 75.0%

２階 11 8 0 72.7%

親船　計 19 14 0 73.7%

花川 耐火 ３階 54 53 0 98.1%

南花川 簡易耐火 １階 71 30 41 100.0%

八幡 簡易耐火 １階 18 14 0 77.8%

本町 耐火 ４階 27 26 0 96.3%

　石狩　　小　　計　（７団地） 249 176 41 84 .6%

厚田 厚田南 準耐火 １階 8 7 0 87.5%

厚田中央 簡易耐火 １階 12 8 0 66.7%

別狩 簡易耐火 １階 8 3 0 37.5%

別狩東 簡易耐火 １階 8 5 0 62.5%

別狩第２ 簡易耐火 １階 6 5 0 83.3%

望来東 簡易耐火 １階 12 8 0 66.7%

望来南 耐火 ２階 6 6 0 100.0%

新別狩東 準耐火 １階 8 5 0 62.5%

耐火 ２階 16 15 0 93.8%

新別狩東　計 24 20 0 83.3%

　厚田　　小　　計　（８団地） 84 62 0 73 .8%

浜益 若葉 簡易耐火 １階 8 4 0 50.0%

青葉 準耐火 ２階 4 3 0 75.0%

　浜益　　小　　計　（２団地） 12 7 0 58 .3%

市営住宅　計 345 245 41 80 .6%

（構成比） 54 .7% 38 .8% 6 .5% 80 .6%

厚田         あつた93 木造 ２階 8 7 0 87.5%

      もうらい98 木造 ２階 8 5 0 62.5%

        べつかり99 木造 ２階 8 4 0 50.0%

単身者住宅　計 　（３団地） 24 16 0 66 .7%

（構成比） 60 .0% 40 .0% 0 .0% 66 .7%

369 261 41 79 .6%

55 .0% 38 .9% 6 .1% 79 .6%

階数 実入居率※地区 団地名
入居

世帯数
政策空家

戸数

（構成比）

構造種別 管理戸数

　合　　　計

市営

単身者

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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② 居住年数 

  入居世帯の居住年数は、５年以下が 90 世帯（34.5％）、６～10 年以下が 28 世帯（10.7％）、

11～15 年以下が 37 世帯（14.2％）、16～20 年以下が 27 世帯（10.3％）、21～25 年以下が

10 世帯（3.8％）、26～30 年以下が 14 世帯（5.4％）、31 年以上が 55世帯（21.1％）となって

います。 

  地区別でみると、石狩地区は 31 年以上の割合が高く、浜益地区は 21 年以上が 42.9％を占めま

す。 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-20 居住年数割合 

 

③ 世帯主の年齢 

  入居世帯の世帯主年齢は、29 歳以下が 15 人（5.7％）、30 歳代が 19 人（7.3％）、40 歳代が

24 人（9.2％）、50 歳代が 27 人（10.3％）、60 歳代が 69 人（26.4％）、70 歳代が 74 人

（28.4％）、80 歳以上が 33 人（12.6％）となっています。 

  また、市営住宅の世帯主は 60 歳以上が 71.8％となっています。 

地区別でみると、石狩地区は 60 歳以上の割合が高く 76.7％を占めているのに対して、厚田地区

は 61.3％、浜益地区は 60 歳以上の割合は半数以下の 42.9％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-21 世帯主の年齢割合  
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④ 入居者全体の年齢 

  入居者全体 441 人のうち、65 歳以上の老年人口は 219 人（49.7％）、14 歳未満の年少人口は

34 人（7.7％）となっています。入居者全体の高齢化率は 49.7％です。 

 高齢化率を地区別にみると、石狩地区は 57.1％、厚田地区は 42.5％、浜益地区は 18.8％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-22 入居者の年齢割合 

 

⑤ 世帯人数・平均世帯人員 

  入居世帯では、１人（単身）世帯が 137 世帯（52.5％）、２人世帯が 86 世帯（33.0％）、３人世

帯が 24 世帯（4.2％）、４人世帯が 11 世帯（4.2％）、５人世帯が 2 世帯（0.8％）、６人以上の世

帯が１世帯（0.4％）となっています。入居世帯全体の平均世帯人員は 1.69 人／世帯です。 

地区別でみると、石狩地区は 52.8％、厚田地区は 41.9％、浜益地区は 28.6％が単身世帯となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-23 世帯人数割合 
（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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⑥ 家族類型 

  入居世帯の家族類型をみると、単独世帯が 137 世帯（52.5％）、夫婦のみの世帯が 53 世帯

（20.3％）、夫婦と子供の世帯が21世帯（8.0％）、男親または女親と子供の世帯が38世帯（14.6％）

となっています。 

  地区別でみると、石狩地区と厚田地区では単独世帯の割合が高くなっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-24 世帯の家族類型割合 

 

⑦ 入居者の収入、収入超過者等への対応 

  市営住宅入居者のうち、収入超過者、高額所得者は約６％となっています。 

  これらの世帯に対し、収入超過者等の認定通知を行い、住宅の明け渡しを求めることにより、入居

者の適正化に努めています。 

 

 

 

  

（石狩市調べ 令和 2 年７月現在） 
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⑧ 子育て・高齢世帯 

  入居世帯のうち、子育て世帯は、６歳未満の親族のいる世帯が 10世帯（3.8％）、６歳以上１２歳

未満の親族のいる世帯は８世帯（3.1％）、12 歳以上 18 歳未満の親族の世帯が 16 世帯（6.1％）

となっています。 

一方、高齢者のみで生活している世帯は、65 歳以上単身世帯が 89 世帯（34.1％）、共に 65 歳

以上の夫婦のみ世帯が 39 世帯（14.9％）であり、合わせて 128 世帯（49.0％）となっています。 

地区別でみると、石狩地区では 65歳以上の単身世帯が 39.2％であり、割合が高くなっています。

一方、浜益地区では６歳未満の親族のいる世帯が 28.6％と割合が高くなっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-25 子育て世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-26 高齢者世帯割合
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４－３．市営住宅等の応募状況 

 

平成 27 年度から令和元年度の募集戸数合計

は 382 戸、応募件数合計は 158 件、平均応募

倍率は 0.4 倍です。 

団地別にみると、5年間の平均応募倍率が２倍

を超えている団地は、花川団地（3.9 倍）のみと

なっています。 

一方で、応募件数が募集戸数を下回った団地が、

船場団地（0.1 倍）など 11 団地あり、団地によ

って平均応募倍率に開きがあります。また、5 年

間募集がなかった団地が 6 団地あります。 

 

表 4-6 団地別応募状況（平成 27年度～令和元年度）               （単位：戸、件） 

 

募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率

石狩 船場 10 11 1 0.1倍 10 2 0.2倍 5 0 0.0倍 - - 26 3 0.1倍

はまなす 50 2 1 0.5倍 - 1 1 1.0倍 - - 3 2 0.7倍

親船 19 2 1 0.5倍 - - - - 2 1 0.5倍

花川 54 1 7 7.0倍 6 16 2.7倍 5 35 7.0倍 2 11 5.5倍 4 1 0.3倍 18 70 3.9倍

南花川 71 - - - - - 0 0 -

八幡 18 - - - - - 0 0 -

本町 27 2 3 1.5倍 4 2 0.5倍 3 3 1.0倍 1 1 1.0倍 17 1 0.1倍 27 10 0.4倍

石狩　小計(7団地) 249 18 13 0 .7倍 20 20 1 .0倍 14 39 2 .8倍 3 12 4 .0倍 21 2 0 .1倍 76 86 1 .1倍

厚田 厚田南 8 1 1 1.0倍 - - 1 1 1.0倍 1 1 1.0倍 3 3 1.0倍

厚田中央 12 - 3 3 1.0倍 - - - 3 3 1.0倍

別狩 8 - - - - - 0 0 -

別狩東 8 - - - - - 0 0 -

別狩第２ 6 - - - - - 0 0 -

望来東 12 - - - - - 0 0 -

望来南 6 4 3 0.8倍 1 0 0.0倍 4 1 0.3倍 - - 9 4 0.4倍

新別狩東 24 10 3 0.3倍 5 7 1.4倍 7 6 0.9倍 25 2 0.1倍 33 3 0.1倍 80 21 0.3倍

厚田　小計(8団地) 84 15 7 0 .5倍 9 10 1 .1倍 11 7 0 .6倍 26 3 0 .1倍 34 4 0 .1倍 95 31 0 .3倍

浜益 若葉 8 9 0 0.0倍 9 1 0.1倍 - - 21 0 0.0倍 39 1 0.0倍

青葉 4 3 2 0.7倍 - 7 1 0.1倍 2 3 1.5倍 - 12 6 0.5倍

浜益　小計(２団地) 12 12 2 0 .2倍 9 1 0 .1倍 7 1 0 .1倍 2 3 1 .5倍 21 0 0 .0倍 51 7 0 .1倍

　市営住宅　　計 345 45 22 0 .5倍 38 31 0 .8倍 32 47 1 .5倍 31 18 0 .6倍 76 6 0 .1倍 222 124 0 .6倍

厚田
        

あつた93
8 17 4 0.2倍 6 2 0.3倍 21 2 0.1倍 13 4 0.3倍 1 1 1.0倍 58 13 0.2倍

      

もうらい98
8 11 2 0.2倍 7 2 0.3倍 14 1 0.1倍 18 1 0.1倍 14 3 0.2倍 64 9 0.1倍

        

べつかり99
8 8 2 0.3倍 6 0 0.0倍 16 6 0.4倍 6 3 0.5倍 2 1 0.5倍 38 12 0.3倍

　単身者住宅　　計 24 36 8 0 .2倍 19 4 0 .2倍 51 9 0 .2倍 37 8 0 .2倍 17 5 0 .3倍 160 34 0 .2倍

369 81 30 0 .4倍 57 35 0 .6倍 83 56 0 .7倍 68 26 0 .4倍 93 11 0 .1倍 382 158 0 .4倍

種別

単身者

平成28年度 計

　合　　　計

地区 団地名
管理
戸数

市営

平成29年度 計 5年間合計平成30年度 計
令和元（平成31）年

度 計
平成27年度 計

表 4-5 応募状況（平成 27年度～令和元年度） 

      （単位：戸、件） 

（石狩市調べ 令和２年７月現在） 

（石狩市調べ 令和２年７月現在） 

地区・住宅種別
管理
戸数

5年間合計
募集 応募 倍率

石狩 249 76 86 1.1倍

厚田 84 95 31 0.3倍

浜益 12 51 7 0.1倍

市営住宅 計 345 222 124 0.6倍

単身者住宅 24 160 34 0.2倍

単身者住宅 計 24 160 34 0.2倍

合 計 369 382 158 0.4倍
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４－４．市営住宅等の事業実施状況 

  

前計画期間において、下記の事業を実施しました（R3 実績は予定）。 

計画からは少し遅れていますが、限られた予算内で継続的に改善事業を進め、近年では、（仮称）花川

東団地の新設（南花川団地の移転建替）に着手しました。 

厳しい財政状況を踏まえ、限られた予算内で実施可能な改善等の事業規模を想定し、建物の劣化状況

等を考慮しながら、実現性のある改善等の計画を検討する必要があります。 

 

表 4-7 前計画の整備予定事業と実際の整備実績 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

新規建設

実績
花川東

(基本設計)
花川東

(実施設計)
花川東
【24】

計画
花川東
【16】

花川東
【16】

花川東
【16】

南花川
【24】

用途廃止

実績

柏西 柏東
厚田東
望来北
【▲56】

計画
南花川
【▲71】

改善
(屋根・
外壁)

実績 若葉 八幡 八幡 望来南 青葉 船場

計画 若葉
八幡
青葉

八幡
花川

船場
厚田中央

花川
別狩第２
望来東

望来南 本町 花川
別狩東

新別狩東

一般修繕

実績 はまなす 八幡 親船 単身者
単身者

(もうらい)

計画 はまなす 八幡 親船 単身者
単身者

(もうらい）
（べつかり)

単身者
(あつた)
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５章 ストックマネジメントにおける課題 

 

課題１ 老朽化した住宅ストックの計画的な建替、改善等 

 

市営住宅の 60.3％がすでに耐用年数を経過しており、建物の老朽化が進んでいます。また、今後

10 年間で耐用年数を経過する住宅がさらに増加することが見込まれており、これらの老朽化した住

宅ストックの建替、用途廃止（除却）、改善、修繕などを限られた予算内で計画的に行い、良好な市

営住宅ストックを維持する必要があります。 

 

課題２ 入居者の高齢化等への対応 

 

市営住宅の世帯主の 71.8％が 60 歳以上となっており、特に、石狩地区では 76.7％と割合が高

く、入居者の高齢化が進んでいます。一方で、古い住宅では高齢化に対応した仕様となっていない住

宅が多くみられます。 

そのため、建替時においては、段差の解消や手すりの設置など、高齢化に対応したユニバーサルデ

ザインの住宅整備が必要となります。 

 

課題３ 需要を見据えた適切な管理戸数の把握、住宅の維持管理 

 

市営住宅の入居率は 80.6％ 、応募倍率は 0.6 倍（過去５年間）となっており、地区別にみると、

石狩地区の本町、八幡、厚田地区、浜益地区で応募倍率や入居率が低くなっており、特に、古い住宅

や利便性の低い住宅で低くなっています。 

このような地区や建物の状況を踏まえ、また、人口減少、少子高齢化への対応を考慮し、今後、適

切な管理戸数の維持、維持すべき住宅の適切な管理などが必要となります。 

 

課題４ 今後のまちづくりの方向性との整合 

 

「石狩市都市整備骨格方針」では、『コンパクト＋ネットワーク化された持続可能な都市』の形成

を意識しながらまちづくりを進めることとし、「立地適正化計画」において、居住誘導区域が設定さ

れています。このようなまちづくりに関する各計画と整合を図り、今後の市営住宅のストックマネジ

メントを進めていく必要があります。 
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６章 ストックマネジメントの基本方針 
 

６－１．ストック活用の方針 

 

方針１ 安全で良好な住宅ストックの形成  

長期的に活用可能なストックは、改善、修繕などを計画的に実施し、良好な住宅ストックの形成を

図ります。 

また、建替時などにおいて高齢化等に対応し、バリアフリーやユニバーサルデザインに対応した住

宅ストックの形成を図ります。 

 

方針２ 適切な管理戸数の維持  

「石狩市住生活基本計画」において設定された目標管理戸数を踏まえ、社会情勢等による需要の変

化を考慮しながら、適切な管理戸数を維持します。 

 

方針３ まちづくりの方向性を踏まえたストックマネジメント 

今後の人口減少、少子高齢化を見据え、「立地適正化計画」で設定された居住誘導区域における住

宅供給を重視するなど、まちづくりの方向性を踏まえたストックマネジメントを進めます。 

 

 

６－２．ストック状況の把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・データ管理に関する方針 

 

方針１ 維持管理のためのデータ整理 

市営住宅等の整備状況、修繕状況や履歴、現況の状態等を整理した管理データを住棟単位で整理

し、適切に更新して活用を図ります。 

 

方針２ 定期点検の実施と点検結果をもとにした維持管理 

日常的な保守点検や、専門家による定期点検（計画見直し時、事業実施時など）を実施するととも

に、点検結果に基づき、予防保全的な維持管理を図ります。 

 

方針３ 維持管理体制の整備と財源確保 

定期点検や予防保全的な維持管理を適切に実施できるような体制を検討・整備するとともに、適切

な実施に向けた財源の確保を検討します。 
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６－３．改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

 

方針１ 予防保全的な維持管理と耐久性の向上に資する改善 

予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施し、市営住宅等の長寿命化を図りま

す。 

 

方針２ 耐久性向上によるライフサイクルコストの縮減 

改善事業実施時の耐久性向上に資する仕様のグレードアップ等、予防保全的な維持管理を実施し、

建物を健全な状態に維持するとともに、効率的な修繕により維持管理費の削減を図り、ライフサイク

ルコストを縮減します。 

 

 

６－４．市営住宅の目標管理戸数 

 

2030（令和 12）年度、2040（令和 22）年度における目標管理戸数は、現在、管理している

市営住宅 345 戸に対し、「石狩市都市整備骨格方針」の「石狩市住生活基本計画」において定めら

れた以下の戸数を設定します。 

「石狩市住生活基本計画」では、将来の人口推計および世帯推計から、国土交通省から示されてい

る「公営住宅等長寿命化策定指針」で定められた、ストック推計プラグラムを用いて算出しており、

低所得者の住宅不足を緩和するために必要な戸数を算出し、市内の道営住宅(527 戸)や公的賃貸住

宅(UR 賃貸住宅)(430 戸)、更には、低価格帯の家賃で供給されている民間賃貸住宅などの住宅事情

を考慮して設定しています。 

 

＜市営住宅の目標管理戸数＞ ２０３０年：約３５０戸 ／ ２０４０年：約３２０戸 
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７章 市営住宅等ストック活用手法の 

   選定及び団地別住棟別活用計画 

 

７－１．活用手法の選定方針 

 

（１）対象団地・住棟 

 

活用手法の選定を行う対象は、石狩市が管理する市営住宅等で、市営住宅 20 団地、69 棟、345

戸、単身者住宅３団地、３棟、24 戸、合計 23 団地、72 棟、369 戸とします。 

 

（２）耐用年数の考え方 

 

市営住宅の耐用年数は公営住宅法により構造別に定められており、耐用年数の１/２を経過した場

合、建替、用途廃止を行うことができます。 

石狩市の市営住宅の構造は下記のように４種類あり、各々の耐用年数は下表のとおりです。 

 
表 7-1 耐用年数 

構    造 公営住宅法による耐用年数 

耐火構造 70 年 

準耐火構造 45 年 

簡易耐火構造二階建て 45 年 

簡易耐火構造平屋建て 30 年 
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（３）活用手法の種類 

 

市営住宅等の活用手法は、『現地建替・移転建替』『全面的改善』『個別改善』『維持管理』『用

途廃止』があります。これらの活用手法は、各住棟または団地ごとに選定します。 

 

【活用手法】 

① 建替 

・現地建替  市営住宅を除却し、現地の敷地に建替を行う。 

・移転建替  用途廃止を行い、利便性等を考慮し、別の敷地に移転して建替を行う。 

② 改善  

・全面的改善 住棟単位又は団地単位で行われる全面的な改善や、これに準ずる改善を行う。 

・個別改善  住戸改善や共用部分改善、屋外・外構改善等を行う事業をいい、安全性確保、福祉対 

応、居住性向上、長寿命化等、既存住宅において不足している機能の一部改善を行う。 

③ 維持管理 

維持保守点検、一般修繕（日常的に必要な小規模な修繕）、計画修繕（修繕周期等に基づき計画的に    

実施する大規模な修繕）等を行い、住宅の効用を維持する。 

➃ 政策空家 

 用途廃止に向けて政策的に空家としている住戸とする。 

⑤ 用途廃止 

 市営住宅等としての用途を廃止する。 
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（４）判定の基本的な考え方 

 

市営住宅等の今後のストックマネジメントにあたり、本計画における団地別住棟別活用手法の選

定については、国土交通省から示されている「公営住宅等長寿命化計画策定指針」に従い、団地の立

地環境や建物の状況により、下記の団地別活用手法を選定します。判定は、次から示すように、１次、

２次、３次と段階を踏んで進めます。 

 

団地別活用手法の判定フロー 

1次判定（団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性の判定） 
 ・団地の社会的特性（団地単位の需要、効率性、立地の評価）を踏まえた管理方針の判定 

 ・住棟の物理的特性（躯体の安全性や避難の安全性、居住性等の評価）による改善の必要性 

２次判定（ライフサイクルコスト比較や将来的な維持管理の優先順位の検討等による判定） 
 ・ライフサイクルコスト（以下、ＬＣＣ）の比較や建替事業量の試算による事業手法の仮設定 

 ・社会的特性を踏まえた管理方針の再検討 

３次判定（総合的な判定、活用手法の決定） 
 ・団地単位での判断、団地の集約、再編等の可能性、計画期間内の事業費と財政状況、まちづくりの方

向性との整合、長期的な見通しなどにより総合的な判断をし、「建替」、「改善」、「維持管理」、「政策空

家」、「用途廃止」のいずれかに決定 
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７－２．活用手法の選定 

 

（１）１次判定（団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性の判定） 

 

社会的特性（団地単位の需要、効率性、立地の評価）と物理的特性（躯体の安全性や避難の安全性、

居住性等の評価）の両面から、各団地における継続管理の有無、改善の必要性について、活用手法を

仮設定します。 

 

① 立地環境等の社会的特性の判断基準 

 継続管理する団地  ◆判定項目①～③のうち、Ａ評価が２つ以上の団地 

 継続管理について判断を留保する団地  ◆判定項目①～③のうち、Ｂ評価が２つ以上の団地 

★判定項目★ 

①需要 

  【評価不可】政策空家のみ 

  【Ａ】応募倍率（平均：0.7 倍）0.7 倍以上かつ一般空家率（平均：約 29％）が令和元年度で

30％未満     

【Ｂ】上記以外  

②効率性 

 【Ａ】敷地面積（平均：3,962 ㎡）が 4,000 ㎡以上かつ容積充足率（平均：16.5％）15％以

下 

【Ｂ】上記以外 

③立地 

【Ａ】ア）～ウ）で３項目に全て該当で良評価   

【Ｂ】左記以外 

   ア）利便性：最寄りのバス停から徒歩 10 分以内 

   イ）地域需要：居住誘導区域内に立地する団地は需要が高い団地として良評価 

   ウ）災害危険区域の指定：指定のない団地を良評価 
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② 住棟の物理的特性 

 優先的な対応が必要  ◆判定項目①-1、①-2 の１つ以上がＢ評価 

 改善が必要      ◆判定項目①-1、①-2 のいずれもＡ評価だが、②がＢ評価、③が改善の必

要性有り、④がＢ評価のいずれかに該当 

 改善不要       ◆上記以外 

★判定項目★ 

①-1安全性（躯体）  

【Ａ】耐震性を有するもの     【Ｂ】耐震性がないもの 

①-2安全性（避難）  

【不要】建物階数が１階 

【Ａ】二方向避難及び防火区画の両方が確保されているもの  

【Ｂ】上記以外 

②居住性  

【Ａ】ア）、イ）の全てを満たすもの 

【Ｂ】ア）、イ）、ウ）のいずれかを満たさないもの 

ア）高齢化対応済（ＥＶ設置、住戸内手すり、共用部手すり）イ）3 箇所給湯有り 

ウ）トイレの水洗化 

③改善の必要性（外壁・屋根）   

【改善の必要性有り】Ａ判定、B 判定が 1 つ以上あるもの 

Ａ判定：劣化の程度が著しく、第三者被害および構造耐力の低下による緊急性を伴う劣化が認

められ、早急な対策が必要である状態 

Ｂ判定：劣化の程度が著しく、劣化が二次的劣化に進展している状態。放置した場合、安全性

が担保できないまたは二次的劣化が懸念される状態 

Ｃ判定：劣化の進行が認められるが構造耐力の低下に繋がらない軽微な劣化であり、かつ、安

全性に問題はなく、当面現状のままとし、経過観察が必要な状態 

④修繕履歴（外壁・屋根）  

【Ａ】2010 年以降（過去 10 年以内）に外壁、屋根の両方を修繕済みのもの 

【Ｂ】上記以外 

 



７章 市営住宅等ストック活用手法の選定及び団地別住棟別活用計画 

42 

③ 判定結果 

 

 

 

（２）２次判定（ＬＣＣ比較や将来的な維持管理の優先順位の検討等による判定） 

 

ＬＣＣの比較、計画期間内での建替事業量の試算、将来的な維持管理（継続管理）に係る優先順位

の検討などから、各団地における継続管理の有無、各活用手法を仮設定します。 

 

① ＬＣＣの比較による判断 

継続管理する団地のうち、1 次判定で改善が必要と判定した住棟について、改善を実施し、建物の

長寿命化を図る場合と、改善を実施せず、建替を行う場合のＬＣＣを算出し、建替か改善かの判断を

行います。 

 

② 事業量の試算による建替、改善の判断 

継続管理する団地のうち、1 次判定で改善が必要と判定した住棟について、仮に全てを建替えた場

合の年間事業量（事業費）を試算し、現時点で捻出可能と思われる年間事業費と比較し、建替か改善

かの判断を行います。 

 

③ 立地特性の再検討による継続管理の有無の判断 

以下の立地特性の優先順位をふまえ、継続管理の有無について再検討します（数字が小さくなるほ

ど、継続管理の優先度が高いことを示す）。 

※項目の優先順位は、立地、効率性、需要の順とします。 

改善不要 改善が必要
優先的な対応が
必要（改善可能）

優先的な対応が
必要（改善不可能）

継続管理
する団地

【維持管理】 【改善、又は建替】
花川団地、南花川団地

【優先的な改善、
又は優先的な建替】

【優先的な建替】

継続管理に
ついて判断
を留保する

団地

【維持管理、
又は用途廃止】

望来南団地

【改善、建替、
又は用途廃止】

船場団地、はまなす団地、親船団地、
八幡団地、本町団地、厚田南団地、厚
田中央団地、別狩団地、別狩東団地、
別狩第２団地、望来東団地、新別狩東
団地、若葉団地、青葉団地、単身者住
宅（クリーンリバーあつた、シーサイド
もうらい、リバーサイドべつかり）

【優先的な改善、
優先的な建替、又は
優先的な用途廃止】

【優先的な建替、又は
優先的な用途廃止】

1

★二次判定（Aグループ）へ

★二次判定（Bグループ）へ

団地の社会的特性を踏まえた管理方針

ⅰ）需要（応募倍率）

ⅱ）効率性（敷地面積、容積充足率）

ⅲ）立地（利便性：バス停からの距離

地域需要：居住誘導区域内外

災害危険区域の指定：水害、
津波、土砂災害）

★2つ以上の項目に
おいて活用に適する

★以外

住棟の物理的特性による改善の必要性・可能性

躯体（耐震性の有無）、避難(二方
向避難の有無）に係る改善の必要性

居住性（高齢者対応［EV設置・住
戸内手すり・共用部手すりの有無]、
3箇所給湯の有無、トイレの水洗化）、
屋根・外壁に係る改善の必要性の有無

躯体・避難の安全性
に係る改善の可能性

不要

可能

必要（該当なし）

不可能

必要不要
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優先度１：立地のみＡ判定で、立地及び効率性がＢ判定の団地 ：０棟 ０戸 

優先度２：効率性のみＡ判定で、需要及び効率性がＢ判定の団地：26 棟 95 戸 

【はまなす団地、親船団地、八幡団地、若葉団地】 

優先度３：需要のみＡ判定で、需要及び立地がＢ判定の団地  ：1 棟 8 戸 

【厚田南団地】 

優先度４：全ての項目が A 判定となっていない団地      ：25 棟 141 戸 

【船場団地、本町団地、厚田中央団地、別狩団地、別狩東団地、別狩第 2 団地、望来東団地、望

来南団地、新別狩東団地、青葉団地、単身者住宅（クリーンリバーあつた、シーサイドもうらい、

リバーサイドべつかり）】 

 

④ 判定結果 

 

 

 

  

改善不要 改善が必要
優先的な

対応が必要
（改善可能）

優先的な
対応が必要

（改善不可能）

継続管理
する団地

維持管理 改善

花川団地

建替

南花川
団地

優先的な
改善

優先的な
建替

優先的な
建替

当面管理
する団地

（建替を前提
としない）

当面
維持管理

望来南団
地

用途
廃止

改善し
当面維持管理

船場団地、はまなす団地、親船団地、
八幡団地、本町団地、厚田南団地、厚
田中央団地、別狩団地、別狩東団地、
別狩第２団地、望来東団地、新別狩東
団地、若葉団地、青葉団地、単身者住
宅（クリーンリバーあつた、シーサイド
もうらい、リバーサイドべつかり）

用途
廃止

優先的に
改善し

当面維持
管理

優先的な
用途廃止

優先的な
用途廃止

二次判定（Aグループ）

LCC比較や当面の建替事業量の
試算を踏まえた事業手法の仮設定二次判定（Bグループ）

社会的特性に継続管理について
の再検討

全て建替は不可、

改善によるLCC縮
減効果なし

全て建替は不可、

改善によるLCC縮
減効果あり

社会的特性の
うち、立地特性
（災害危険区
域に指定）を
考慮し全て当
面管理
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（３）３次判定（総合的な判定、活用手法の決定） 

 

２次判定までの結果を踏まえ、団地単位での判断、団地の集約、再編等の可能性、計画期間内の

事業費と財政状況、まちづくりの方向性との整合、長期的な見通しなどにより総合的に判断し、最

終的な活用方針を決定しました。下記のうち、本計画期間内に災害危険区域内で立地を継続する団

地については、地域防災計画に基づき、地区防災ガイドの全戸配布など、防災に対する意識の啓発

活動に取り組んでおり、今後も引続き防災対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「建替」の団地 

南花川団地（（仮称）花川東団地及び（仮称）花川第 2 団地への移転建替） 

・耐用年数をすでに経過しており、建物の老朽化が進み、大規模な改修工事が困難ですが、需

要が高い地区であるため、同地区内への「建替」を実施し、入居者の移転を図ります。 

 

② 「改善」の団地 

１）花川団地、本町団地、新別狩東団地（Ｃ・Ｄ棟） 

・耐火構造であり、耐用年数が長いため、劣化が進んでいる屋上防水や外壁等の外部につい

て、機能向上となる「改善」事業による改修工事を実施します。 

２）若葉団地 

・今後、当面維持していく予定ですが、トイレの水洗化が未整備であるため、居住性を向上す

る「改善」事業によりトイレの水洗化等の工事を実施します。また、内部改修がともなう工

事となるため、あわせて、段差解消の工事を実施し、高齢化対応を図ります。 

 

③ 「維持管理」の団地 

１）船場団地、親船団地、望来南団地、青葉団地 

・すでに外部の機能向上となる「改善」事業による改修工事を実施しており、建物の性能維持

のため、計画的な修繕を実施し「維持管理」していきます。  

【３次判定の結果】 

建   替：南花川団地【71】（（仮称）花川東団地【48】及び（仮称）花川第２団地【24】への移転建替） 

改   善：花川団地【54】、本町団地【27】、新別狩東団地(C・D 棟)【16】、若葉団地【8】 

維持管理：船場団地【10】、親船団地【19】、厚田南団地【8】、望来南団地【6】、 

新別狩東団地(Ａ・Ｂ棟)【8】、青葉団地【4】、単身者住宅（クリーンリバーあつた【8】、 

シーサイドもうらい【8】、リバーサイドべつかり【8】) 

政策空家：はまなす団地【50】、八幡団地【18】、別狩団地【8】、別狩東団地【8】、別狩第２団地【6】、 

       望来東団地【12】 

用途廃止：厚田中央団地【12】 
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２）厚田南団地、新別狩東団地（Ａ・Ｂ棟）、単身者住宅（クリーンリバーあつた、シーサイド

もうらい、リバーサイドべつかり） 

・耐用年数が比較的短い木造等（厚田南や新別狩東は準耐火）となっていますが、建物の状態

が比較的良好であることから、建物の性能維持のため、計画的な修繕を実施し「維持管理」

していきます。 

 

④ 「政策空家」の団地 

はまなす団地、八幡団地、別狩団地、別狩東団地、別狩第 2 団地、望来東団地  

・建物が老朽化しており、また、利便性の低い住宅で需要が低く、人口減少社会のなか、適正

な目標管理戸数を踏まえ、次期計画において用途廃止を検討するため、現入居者の退去後に

政策的に空家とします。 

 

⑤ 「用途廃止」の団地 

厚田中央団地  

・耐用年数をすでに経過しており、建物の老朽化が進み、大規模な改修工事が困難であるとと

もに、需要が低い地区です。また、近隣の市営住宅の空室が多いことから、計画期間内で

「用途廃止」し、他団地へ入居者の移転を図ります。  
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（４）活用手法の選定結果のまとめ 

 

団地別活用手法の判定フロー 

 

  

団地の社会的特性を踏まえた管理方針

ⅰ）需要

ⅱ）効率性

ⅲ）立地

★2つ以上の項目に
おいて活用に適する

★以外

住棟の物理的特性による改善の必要性・可能性

躯体、避難に係る改善の必要性

居住性（高齢者対応、3箇所給湯
の有無、トイレの水洗化）、外壁・
屋根に係る改善の必要性の有無

躯体・避難の安全性
に係る改善の可能性

不要

可能

必要（該当なし）

不可能
必要不要

１次判定（団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性の判定）

二次判定（Aグループ）

LCC比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定

二次判定（Bグループ）

社会的特性に継続管理についての再検討

・全て建替えは不可、改善によるLCC縮減効果ありのものは【改善】

・全て建替えは不可、改善によるLCC縮減効果なしのものは【建替】

・社会的特性のうち、立地特性（災害危険区
域に指定）を考慮し全て当面管理

継続管理する団地：【改善が必要】花川団地、南花川団地 ⇒二次判定Aグループへ

継続管理について判断を留保する団地：

【維持管理、又は用途廃止】望来南団地 ⇒二次判定Bグループへ

【改善、建替、又は用途廃止】船場団地、はまなす団地、親船団地、八幡団地、本町団地、厚田南団地、
厚田中央団地、別狩団地、別狩東団地、別狩第２団地、望来東団地、
新別狩東団地、若葉団地、青葉団地、単身者住宅（クリーンリバーあつ
た、シーサイドもうらい、リバーサイドべつかり） ⇒二次判定Bグループへ

２次判定（ＬＣＣ比較や将来的な維持管理の優先順位の検討等による判定）

継続管理する団地：【改善】花川団地、 【建替】南花川団地

継続管理について判断を留保する団地：

【当面維持管理】望来南団地

【改善し、当面維持管理】船場団地、はまなす団地、親船団地、八幡団地、本町団地、厚田南団地、厚田中央団地、
別狩団地、別狩東団地、別狩第２団地、望来東団地、新別狩東団地、若葉団地、青葉
団地、単身者住宅（クリーンリバーあつた、シーサイドもうらい、リバーサイドべつかり）

３次判定（総合的な判定、活用手法の決定）

団地単位での判断、団地の集約、再編等の可能性、計画期間内の事業費と財政状況、まちづくりの方向性との整合、
長期的な見通しなどにより総合的に判断

【３次判定の結果】

建 替：南花川団地（（仮称）花川東団地及び（仮称）花川第2団地への移転建替）

改 善：花川団地、本町団地、新別狩東団地(C・D棟)、若葉団地

維持管理：船場団地、親船団地、厚田南団地、望来南団地、新別狩東団地(A・B 棟)、青葉団地、

単身者住宅（クリーンリバーあつた、シーサイドもうらい、リバーサイドべつかり）

政策空家：はまなす団地、八幡団地、別狩団地、別狩東団地、別狩第２団地、望来東団地

用途廃止：厚田中央団地
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７－３．年次計画 

 

７－２で判定した団地別の活用手法に基づき、計画期間内に実施する事業の年次計画を以下のよう

に定めます。 

 
表 7-2 計画期間の年次計画 
 

 

 

 

また、上記の年次計画に基づき、各年の事業費を算出しました。その結果を以下に示します。 

建替を実施する計画期間前期は、事業費が大きくなるため、比較的費用のかからない改善事業を実施

し、計画期間後期に、費用の大きい改善事業を位置付けます。 

計画修繕については、予防保全の観点から、毎年計画的に実施します。 

 
 
表 7-3 計画期間内の事業費 
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８章 市営住宅等ストックマネジメントの実施方針 

 
８－１．建替の実施方針 

 

① (仮称)花川東団地（南花川団地の移転建替） 

・バス停、コンビニ等の商業施設、病院などが近隣に立地し、利便性が高い地区へ南花川団地から移

転します。 

・単身高齢者世帯の増加に対応するため、小規模な住戸とし、２人、３人世帯向けにも対応できるよ

う、２ＤＫ、３ＤＫの間取りとします。 

・ユニバーサルデザインに配慮し、段差がなく、必要な場所に手すりを設置し２階建てとします。 

 

② (仮称)花川第２団地（南花川団地の移転建替） 

・建替の際には、住宅需要が高い地区（居住誘導区域）への移転建替を検討します。 

  

③ 共通事項 

・政策空家とする他団地の住戸からの入居者の移転も考慮します。 

 

８－２．改善の実施方針 

 

・人口減少社会に対応して設定した目標管理戸数を考慮し、また、限られた財源を有効に活用するた

め、需要の高い団地を長期に渡り維持すべき住宅とし、優先的に改善事業を実施します。 

・耐久性の向上、躯体の劣化の低減を図るため、予防保全となる外部の改善を行います。 

・改善方法の選定にあたっては、日常点検による建物の状況等から維持管理上問題となっている部位

等を的確に把握し、また、今後の維持管理において効果的な手法を選定します。 

・外壁については、躯体の耐久性確保や維持管理のしやすい仕様への更新を図ります。 

・屋根及び屋上については、劣化の改善を行うとともに、耐久性確保や維持管理のしやすい仕様への更

新を図ります。 

・トイレの水洗化が未整備の団地については、水洗化工事を実施し、その際に、内部改修が伴う場合、

あわせて段差解消による高齢化対応のための工事を実施します。 

 

【計画期間内の実施事業】 

 屋根の防水改修：花川団地、本町団地、新別狩東団地（C 棟、D 棟） 

 外壁の塗装改修：花川団地、本町団地 

 トイレの水洗化、高齢化対応（段差解消）：若葉団地 

 

  



８章 市営住宅等ストックマネジメントの実施方針 

49 

８－３．維持管理（修繕）の実施方針 

 

・需要の高い団地を長期に渡り維持すべき住宅とし、計画的な修繕により、建物を良好な状態で維持し

ます。 

・需要が低い団地については、施設の劣化状況に応じて、修繕により維持管理を行いながら、他団地へ

の集約、用途廃止、政策空家として管理を行います。 

・使用材料に応じた修繕周期を目安とし、入居者の安全性、快適性を損なわないよう、今後も外部修繕

の他、建物内部の居住環境を改善する工事を行います。 

・屋根及び屋上、外壁を基本とし、その他、必要に応じて付属物の修繕を計画します。 

・建物ごと、材料ごとの修繕時期を勘案しつつ、建物単位、団地単位の効率的な事業実施、市営住宅等

事業の全体事業費など、総合的な検討を行い、適切な実施時期等を計画します。 

・建物の長寿命化を図る観点から、材料の特性等（工事費の多寡、耐用年数、メンテナンス性の良否な

ど）を考慮の上、総合的に判断します。 

 

【計画期間内に計画修繕を行う団地】 

 市営住宅 ：船場団地、親船団地、厚田南団地、望来南団地、新別狩東団地(Ａ・Ｂ 棟)、 

青葉団地 

 単身者住宅：クリーンリバーあつた、シーサイドもうらい、リバーサイドべつかり 

 

表 8-1 修繕周期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国土交通省

公営住宅等
長寿命化策定指針

小修繕 1年

ＥＶ保守 保守1年 補修15年 取替30年 取替30年～

量水器 8年

給水ポンプ 10年 補修8年 取替16年

給油器 13年

外壁 15年

保護 補修10年～ 取替20～30年

露出 補修10年 取替12～15年

排水ポンプ 15年 補修8年 取替16年

共聴アンテナ 15年

取替15～20年

給水管 20年 更正15年 取替30年 取替15～20年

30年～

流し台 20年

取替20～30年

排水管洗浄 20年 更正15年 取替30年 取替30年～

取替30年～

修繕周期

15年

―

屋上防水 15年 補修12年 修繕24年

国土交通省

長期修繕計画作成
ガイドライン

住宅金融支援機構

塗替・補修12年

長期修繕計画

取替12～18年

―

―

―

補修10～15年

―

―

―

改善10～15年

鋳鉄

12～18年

―

―

亜鉛めっき鋼管

塩ビライニング鋼管

ステンレス鋼鋼管

亜鉛めっき鋼管

硬質塩ビライニング鋼管
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８－４．点検の実施方針 

 

① 建物管理者による日常保守点検（毎年） 

・建物の状況を適切に把握し、予防的な維持管理を行うため、日常的な保守点検を行います。 

・保守点検は、建物の維持管理に最も影響が大きいと考えられる屋根、外壁を基本とし、その他、外

部床、外構、内部共用部等、入居者の安全や維持管理上の問題把握に必要な部位とします。 

 

② 専門家による点検（本計画の見直し時など） 

・計画的な改善・修繕の実施を検討するため、本計画の見直しの際に、必要な建物について、専門家

による点検を行います。 

・点検を行う際には、事前に日常保守点検を実施している建物管理者から状況を聞き取り、参考にす

るなど、実情をふまえた点検を行います。 

・上記の点検は、目視や打診検査等により行うものとし、点検の結果、必要が生じた場合、建物の劣

化状況を把握する詳細調査を行います。 

 

 上記について、詳細な内容は、建築保全業務共通仕様書、建築保全業務報告書作成の手引きを参考

に、適切な維持管理を行います。 
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８－５．ストックマネジメントによる維持管理の効果 

 

① コスト縮減 

壊れたら直すといった、従来の対症療法的な維持管理から、本計画にあわせて予定している定期的

点検を実施し、市営住宅等ストックの状況を把握した上で修繕周期を勘案しながら、適切な時期に予

防保全的な修繕、及び耐久性の向上等を図る長寿命化型改善を実施することにより、市営住宅等の適

切なストックマネジメントがなされ、コストの縮減につながります。 

改善事業として位置付けている団地について、改善事業の実施により一時的に改善工事費が発生

しますが、耐久性の高い材料を使用して改善を行うことで、修繕回数及び修繕費が減少します。 

そのため、本計画の対象建物について、耐用年数まで建物を使用する場合、改善事業を実施した建

物の維持管理コストの累積は、改善事業を実施しない建物の維持管理コストより低減されます。 

本計画の計画期間内で予定している長寿命化型改善事業を実施した場合、団地ごとに、下記の表に

示すＬＣＣ縮減効果が出ると試算しています。 

※ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）とは、施設の建設から除却までに必要な総費用を現在価値で表したものであり、

一般的には、「工事コスト」と「維持管理コスト」を足して算定します。 

 

表 8-2 ＬＣＣ試算結果（長寿命化型改善実施住棟） 

 

 

 

 

 

 

 

※ＬＣＣの算出方法 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（平成 28 年 8 月 国土交通省）」に基づくプログラム（国土交通省住

宅局住宅総合整備課）を基本とし、以下の考え方を用いてＬＣＣの算出を行います。 

 

【建替事業を行う建物のＬＣＣ算定】 

①ＬＣＣは、建設費、改善費、修繕費、除却費を合計した費用とし、改善費については、想定される管理期間にお

ける改善工事費の見込み額から、修繕費相当額（改善を実施することにより不要となる修繕費）を控除した額を

除いた額とします。 

②将来的に発生する改善費、修繕費、除却費については、社会的割引率４％／年として現在価値化し算出します。 

【改善事業を行う建物のＬＣＣ算定】 

①「公営住宅等長寿命化計画」に基づく長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合に

ついて評価期間中に要するコストを算出し、改善を実施した場合のコスト面に係る縮減効果を算出します。 

②ＬＣＣ算定期間は、改善を実施する建物の耐用年数（改善事業を実施する場合と、実施しない場合について設定）

とし、評価時点は令和２年とします。 

③改善を実施する場合の修繕費の算定については、改善を実施することにより不要となる修繕費を除きます。 

④ＬＣＣ改善効果は、将来コストを社会的割引率 4％として現在価値化し算出します。 

 

  

花川団地 12A 30 耐火 H12 7,238

花川団地 14A 24 耐火 H14 4,724

本町団地 16A 27 耐火 H16 5,341

新別狩東団地 C 8 耐火 H16 946

新別狩東団地 D 8 耐火 H17 894

構造
竣工
年度

ＬＣＣ
縮減効果

(千円/棟・
年)

団地名
住棟
番号

戸数
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② 安全性の確保 

定期点検の実施と適切な修繕及び改善を実施することで、市営住宅等の安全性の確保にもつなが

ります。 

 

③ 効率的な維持管理の実施 

市営住宅等について、建設年度や立地特性等を踏まえた活用計画をもとに、適切な維持管理を実施

することで、限られた予算の中で効率的な維持管理の実施することが可能です。 

 

④ 住民の満足度の向上 

定期点検の実施によるストックの状況の把握と予防保全的な修繕や改善の実施により、住民の満

足度の向上が期待できます。 

 

８－６．北海道との連携方針 

 

① 北海道の住宅施策との連携 

本市の公営住宅は、市営住宅と道営住宅があり、従来相互に連携を図りながら良好な住環境を形

成してきた経緯があります。 

今後も北海道と連携を図り、公営住宅施策を展開していきます。 

 

② 北海道住生活基本計画との整合 

  本計画は、「北海道住生活基本計画」と整合を図りつつ、施策の展開を図ることとしています。 

今後とも北海道が推奨する、ユニバーサルデザイン、バリアフリー、環境共生、子育て支援、ま

ちなか居住、北方型住宅など一連の住宅、都市政策と連携して展開するとともに、国、北海道に対

し、必要な財源の安定的な確保について、本市の政策や特殊条件に対応した助言や指導を求めてい

くこととします。 

 



資   料 

53 

資   料 

表 計画修繕・改善事業の実施予定一覧【様式１】 

 

 

 

 

 

 

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

南花川団地 45A1 4 簡平 S45 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 45A2 4 簡平 S45 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 45B1 4 簡平 S45 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 45B2 4 簡平 S45 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46A1 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46A2 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46A3 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46B1 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46C1 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46C2 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 46C3 4 簡平 S46 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47A1 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

LCC
縮減効果

(千円/棟・
年)

備考団地名 構造

次期点検時期
住棟
番号

戸数
竣工
年度

修繕・改善事業の内容

　住宅の区分：

南花川団地 47A2 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47A3 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47A4 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47C1 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47C2 3 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

南花川団地 47C3 4 簡平 S47 - -
R5 用途廃止
（建替）

はまなす団地 46A1 4 簡平 S46 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 46B1 4 簡平 S46 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 47A1 4 簡平 S47 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 47A2 4 簡平 S47 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 48A1 4 簡平 S48 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 48A2 4 簡平 S48 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）
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はまなす団地 48C1 4 簡平 S48 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 48C2 4 簡平 S48 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 49A1 4 簡平 S49 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 49A2 2 簡平 S49 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 49C1 4 簡平 S49 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 49C2 4 簡平 S49 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

はまなす団地 59B1 4 簡平 S59 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

八幡団地 51A1 4 簡平 S51 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

八幡団地 51A2 4 簡平 S51 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

八幡団地 51B1 4 簡平 S51 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

八幡団地 52C1 3 簡平 S52 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

八幡団地 52C2 3 簡平 S52 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

親船団地 57B1 2 簡平 S57 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

親船団地 58B1 4 簡平 S58 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

親船団地 58C1 4 簡二 S58 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

親船団地 58C2 4 簡二 S58 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

親船団地 60C1 2 簡平 S60 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

親船団地 60C2 3 簡二 S60 -
R7

(計画見直し
時)

(内部改修
(ﾕﾆｯ   ｽ)

(修繕))
0

(維持管理(R6計
画修繕))
0

船場団地 57C1 1 簡平 S57 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理

船場団地 02B1 3 簡平 H2 -
R7

(計画見直し
時)

屋根
(修繕)

維持管理
（R12 計画修繕）

船場団地 03B1 3 簡平 H3 -
R7

(計画見直し
時)

屋根
(修繕)

維持管理
（R12 計画修繕）

船場団地 04B1 3 簡平 H4 -
R7

(計画見直し
時)

屋根
(修繕)

維持管理
（R12 計画修繕）

花川団地 12A 30 耐火 H12 R5 -
屋上防水
(長寿命)

(0)
LED化

(脱炭素)

(0)
外壁

(長寿命)

(外壁
(長寿命))

0
7,238

(R5、R9 改善（長寿命化）)

R5、R8 改善（長寿命化）

R7改善(脱炭素)

花川団地 14A 24 耐火 H14 R5 -
屋上防水
(長寿命)

(0)
LED化

(脱炭素)

(0)
外壁

(長寿命)

(外壁
(長寿命))

0
4,724

(R5、R10 改善（長寿命

化）)

R5、R9 改善（長寿命化）

R8改善(脱炭素)
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本町団地 16A 27 耐火 H16 R5 -
屋上防水
(長寿命)

(0)
LED化

(脱炭素)

(0)

外壁(長寿命)

EV(安全性)

(外壁
(長寿命))

0
5,341

(R6、R11 改善（長寿命

化）)

R6、R10 改善（長寿命化）

R7改善(脱炭素)

R10改善(安全性)

厚田中央団地 1～4 4 簡平 S47 - - R4 用途廃止

厚田中央団地 5～8 4 簡平 S47 - - R4 用途廃止

厚田中央団地 9～12 4 簡平 S47 - - R4 用途廃止

別狩団地 78-3 4 簡平 S53 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

別狩団地 78-4 4 簡平 S53 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

別狩東団地 79-1 4 簡平 S54 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

別狩東団地 79-2 4 簡平 S54 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

望来東団地 1～4 4 簡平 S54 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

望来東団地 5～8 4 簡平 S54 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

望来東団地 3- 4 簡平 S56 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

別狩第２団地 ー 6 簡平 S55 -
R7

(計画見直し
時)

維持管理
（政策空家）

望来南団地 ー 6 耐火 H7 -
R7

(計画見直し
時)

(0)
LED化

(脱炭素)

外壁・屋根
(修繕)

(維持管理(R10計画修繕))

維持管理(R10計画修繕)

R8改善(脱炭素)

新別狩東団地 A 4 準耐 H15 -
R7

(計画見直し
時)

(外壁・屋根(修繕))

外壁・屋根(修

繕)LED化(脱炭素)

(維持管理(R8計画修繕))

維持管理(R8計画修繕)

R8改善(脱炭素)

新別狩東団地 B 4 準耐 H15 -
R7

(計画見直し
時)

(外壁・屋根(修繕))

外壁・屋根(修

繕)LED化(脱炭素)

(維持管理(R8計画修繕))

維持管理(R8計画修繕)

R8改善(脱炭素)

新別狩東団地 C 8 耐火 H16 -
R7

(計画見直し
時)

(0)
屋上防水
(長寿命)

(屋上防水
(長寿命))

LED化
(脱炭素)

946
(R8改善(長寿命化))

R7改善（長寿命化）

R8改善(脱炭素)

新別狩東団地 D 8 耐火 H17 -
R7

(計画見直し
時)

(0)
屋上防水
(長寿命)

(屋上防水
(長寿命))

LED化
(脱炭素)

894
(R8改善(長寿命化))

R7改善（長寿命化）

R8改善(脱炭素)

厚田南団地 ー 8 簡平 H18 -
R7

(計画見直し
時)

(0)
LED化

(脱炭素)

外壁・屋根
(修繕)

(維持管理（R9計画修繕）)

維持管理（R9計画修繕）

R8改善(脱炭素)

若葉団地 A 4 簡平 S56 -
R7

(計画見直し
時)

水洗化･UB
(居住性)
段差解消

(福祉)

R4 改善
（居住性、福祉）

若葉団地 B 4 簡平 S57 -
R7

(計画見直し
時)

水洗化･UB
(居住性)
段差解消

(福祉)

R4 改善
（居住性、福祉）

青葉団地 ー 4 準耐 H10 -
R7

(計画見直し
時)

(0)
LED化

(脱炭素)

外壁・屋根
(修繕)

(維持管理(R11計画修繕))

維持管理(R11計画修繕)

R8改善(脱炭素)

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

クリーンリバーあつた ー 8 木造 H5 -
R7

(計画見直し
時)

外壁・屋根
(修繕)

(0)
LED化
(修繕)

(維持管理(R8計画修繕))

維持管理(R8、R9計画修

繕)

シーサイドもうらい ー 8 木造 H10 -
R7

(計画見直し
時)

(外壁・屋根
(修繕))

0

(0)
外壁・屋根

(修繕)

(0)
LED化
(修繕)

(維持管理(R3計画修繕))

維持管理(R4、R9計画修

繕)

リバーサイドべつかり ー 8 木造 H11 -
R7

(計画見直し
時)

(外壁・屋根
(修繕))

0

(0)
外壁・屋根

(修繕)

(0)
LED化
(修繕)

(維持管理(R4計画修繕))

維持管理(R5、R9計画修

繕)

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

LCC
縮減効果

(千円/棟・
年)

備考団地名 構造

次期点検時期
住棟
番号

戸数
竣工
年度

修繕・改善事業の内容

　住宅の区分：
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表 新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧【様式２】 

 

 

 

  

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

南花川団地 45A1 4 簡平 S45 - -

南花川団地 45A2 4 簡平 S45 - -

南花川団地 45B1 4 簡平 S45 - -

南花川団地 45B2 4 簡平 S45 - -

南花川団地 46A1 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46A2 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46A3 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46B1 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46C1 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46C2 4 簡平 S46 - -

南花川団地 46C3 4 簡平 S46 - -

南花川団地 47A1 4 簡平 S47 - -

南花川団地 47A2 4 簡平 S47 - -

南花川団地 47A3 4 簡平 S47 - -

南花川団地 47A4 4 簡平 S47 - -

南花川団地 47C1 4 簡平 S47 - -

南花川団地 47C2 3 簡平 S47 - -

南花川団地 47C3 4 簡平 S47 - -

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

(花川第２団地
(R9年、24戸))
花川第２団地
(R12年、24戸)

花川東団地
（R3年、24戸）

花川東団地
（R4年、24戸）

R3 11,468

R4 11,281

(R9)
R12

11,281

備考

その他（　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期点検時期 新規又は

建替整備
予定年度

LCC
（千円/
年）
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表 共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）【様式３】 

 

 

 

 

 

公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

花川団地 集会所 H14 R5 -
屋上防水

(長寿命)

外壁

(長寿命)

R5、R10 改善(長寿命化)
14A棟と一体の建物であるた

め、同時に事業を実施

花川東団地 緑地・広場 R3～R5 緑地 緑地 広場

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

維持管理・改善事業の内容
備考

　住宅の区分：

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期
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